
 

 

費用対効果分析を作成するに当たっての注意点 

 

１．発電に係る収支計算 

年間総収入における売電単価については、再生可能エネルギーの固定価格買取制

度の調達価格（税抜き）を用いて計算してください。 

 

２．投資効率の算定 

（１）総合耐用年数の算出 

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）（以下

「省令」という。）では、設備ごとの耐用年数は以下のとおりとなっています。 

なお、設備本体を囲う建物を建設する場合は、建物の種類ごとに耐用年数が定

められておりますので、別途ご確認いただきますようお願いします（注：他の付

属設備も同様）。 

 

省令別表第二機械及び装置の耐用年数表による区分 設備の種類 耐用年数 

３１ 電気業用設備   

 電気業用水力発電設備 小水力発電設備 ２２年 
その他水力発電設備 小水力発電設備 ２０年 
汽力発電設備 地熱発電設備又は 

バイオマス発電設備 
１５年 

内燃力又はガスタービン発電設備 

その他の設備 

主として金属製のもの 

太陽光発電設備又は 

風力発電設備 
１７年 

 

（２）経済効果総括表 

総事業費は、施設整備費＋直接費※１（総合耐用年数分）＋管理部門費※２（総合

耐用年数分）で計算してください。 

なお、過大な建設費は事業の費用対効果や収支計算等に大きな影響を与えます

ので、十分に精査願います。 

 

※１ 直 接  費：施設維持に係る人件費、修繕費、水利使用費（小水

力発電の場合）及び諸費用等発電事業に直接必要な

経費に加え、固定価格買取制度の調達期間内に見込

まれる年間総収入の合計の５％以上を地域還元する

こととして見込む費用 

※２ 管理部門費：いわゆる販売費及び一般管理費に相当する費用 



 

 

買取価格・期間等（平成 25 年度） 

 
【参考】再生可能エネルギーの固定価格買取制度 買取価格・期間等 

（URL：http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/kakaku.html） 

http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/kakaku.html

